
議 案 第 ７０ 号

                                          

平 成 ２８ 年 度

那賀町一般会計補正予算
（ 第 2 号 ）



（歳入歳出予算の補正）
第１条 既定の歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ９６６，１２５千円を追加し、歳入歳出
  予算の総額を、歳入歳出それぞれ１２，０２９，２２４千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額
  は「第１表　歳入歳出予算補正」による。

（地方債補正）
第２条 既定の地方債の変更は「第２表　地方債補正」による。

      

平成２８年９月６日　提　出

平成２８年度那賀町一般会計補正予算（第２号）

-１-

那賀町長　　坂　口　博　文

平成２８年度那賀町一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。



第　1　表　　歳　入　歳　出　予　算　補　正

（歳入） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

１６，７４１
50.分担金及び負担金

２，０８０ １８，８２１

1.分担金
１，５１８ ２，０８０ ３，５９８

５４９，０６８
60.国庫支出金

９８，８９５ ６４７，９６３

1.国庫負担金
１９６，６０５ １，７８５ １９８，３９０

5.国庫補助金
３５０，７４９ ９７，１１０ ４４７，８５９

９７６，５７２
65.県支出金

１６３，１３３ １，１３９，７０５

5.県補助金
７８６，４０８ １６３，１３３ ９４９，５４１

７８，１７６
70.財産収入

６，０４３ ８４，２１９

2.財産売払収入
２３，４３２ ６，０４３ ２９，４７５

３
75.寄附金

１，１１２ １，１１５

1.寄附金
３ １，１１２ １，１１５

３６１，５５６
85.繰越金

３２１，４２９ ６８２，９８５

1.繰越金
３６１，５５６ ３２１，４２９ ６８２，９８５

７７，８９７
90.諸収入

４，０３３ ８１，９３０

25.雑入
５４，０４９ ４，０３３ ５８，０８２

１，３３７，３００
95.町債

３６９，４００ １，７０６，７００

1.町債
１，３３７，３００ ３６９，４００ １，７０６，７００

―　2　― 一般会計



―　3　― 一般会計

（歳入） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

歳　　入　　合　　計
１１，０６３，０９９ ９６６，１２５ １２，０２９，２２４



（歳出） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

5.総務費
１，９４１，１１６ ３７，６６１ １，９７８，７７７

1.総務管理費
１，４３１，６９９ １２，３５２ １，４４４，０５１

5.企画費
３１３，４６８ ２５，３０９ ３３８，７７７

10.民生費
１，６９４，４７１ ３５３，４９１ ２，０４７，９６２

1.社会福祉費
１，２２９，７４８ ３５２，５６６ １，５８２，３１４

5.児童福祉費
４５０，４４３ ９２５ ４５１，３６８

15.衛生費
１，４５１，０８４ １，４９０ １，４５２，５７４

1.保健衛生費
５９７，２８６ １，４９０ ５９８，７７６

20.農林水産業費
１，３０１，４９２ １７４，７１２ １，４７６，２０４

1.農業費
１０９，６４０ ３，５００ １１３，１４０

5.農地費
１９８，３４５ ２，０５９ ２００，４０４

10.林業費
４４３，６２３ １１，０００ ４５４，６２３

15.治山林道費
５３８，４１２ １５８，１５３ ６９６，５６５

25.商工費
２２７，１６５ １，６１８ ２２８，７８３

1.商工費
２２７，１６５ １，６１８ ２２８，７８３

30.土木費
１，１１１，５１０ ４９，６７３ １，１６１，１８３

1.土木管理費
３０４，６３５ １３，２７３ ３１７，９０８

―　4　― 一般会計



―　5　― 一般会計

（歳出） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

5.道路橋梁費
７００，０８５ ２６，０００ ７２６，０８５

10.河川費
８３，５００ １０，４００ ９３，９００

35.消防費
５０７，４０４ ２６５，８９５ ７７３，２９９

1.消防費
５０７，４０４ ２６５，８９５ ７７３，２９９

40.教育費
８０８，７７３ ７９，０８５ ８８７，８５８

1.教育総務費
３５５，０４７ ６０８ ３５５，６５５

5.小学校費
８８，８５１ １４０ ８８，９９１

10.中学校費
５０，４４２ △５，０３６ ４５，４０６

25.社会教育費
１０９，３６７ △５，４００ １０３，９６７

30.保健体育費
２０５，０６６ ８８，７７３ ２９３，８３９

45.災害復旧費
１６６，９０３ ２，５００ １６９，４０３

1.農林水産業施設災害
復旧 １４６，５４７ ２，５００ １４９，０４７

歳　　出　　合　　計
１１，０６３，０９９ ９６６，１２５ １２，０２９，２２４



第　２　表　　地方債補正
　　（単位：千円）

平成28年度　　通常補正第２号
　追　加

償還の方法利　率起債の方法限　度　額起債の目的

証書借入 政府資金については、その融資条件
による。銀行その他の場合は、その
債権者と協定するものとする。

年５．０％以内。
ただし、利率見直し
方式により見直し後
の利率が当初定めて
いた利率を上回った
際には、当該見直し
を行った利率で借入
ができる。

緊急防災・減災事業債 ２３２，３００

合　　　計 ２３２，３００

―　6　― 一般会計



一般会計

　　（単位：千円）
平成28年度　　通常補正第２号

―　7　―

　変　更

起債の目的
補　　　正　　　前 補　　　正　　　後

限　度　額 起債の方法 利　率 償還の方法 限　度　額 起債の方法 利　率 償還の方法

証書借入 年５．０％以内
。
ただし、利率見
直し方式により
見直し後の利率
が当初定めてい
た利率を上回っ
た際には、当該
見直しを行った
利率で借入がで
きる。

政府資金につい
ては、その融資
条件による。銀
行その他の場合
は、その債権者
と協定するもの
とする。

証書借入 年５．０％以内
。
ただし、利率見
直し方式により
見直し後の利率
が当初定めてい
た利率を上回っ
た際には、当該
見直しを行った
利率で借入がで
きる。

政府資金につい
ては、その融資
条件による。銀
行その他の場合
は、その債権者
と協定するもの
とする。

２００，５００過疎対策事業債 ２７４，９００

７８８，２００合併特例債 ８５０，９００



歳　入　歳　出　補　正　予　算　（　第　２　号　）　事　項　別　明　細　書

（歳入） （単位：千円）

款 補正前の額 補　正　額 計

1.総　括

50.分担金及び負担金
１６，７４１ ２，０８０ １８，８２１

60.国庫支出金
５４９，０６８ ９８，８９５ ６４７，９６３

65.県支出金
９７６，５７２ １６３，１３３ １，１３９，７０５

70.財産収入
７８，１７６ ６，０４３ ８４，２１９

75.寄附金
３ １，１１２ １，１１５

85.繰越金
３６１，５５６ ３２１，４２９ ６８２，９８５

90.諸収入
７７，８９７ ４，０３３ ８１，９３０

95.町債
１，３３７，３００ ３６９，４００ １，７０６，７００

歳　　入　　合　　計
１１，０６３，０９９ ９６６，１２５ １２，０２９，２２４
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―　9　― 一般会計

（歳出） （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計 特　定　財　源
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一般財源
款

補　正　額　の　財　源　内　訳

5.総務費
1,941,116 37,661 1,978,777 22,010 113 15,538

10.民生費
1,694,471 353,491 2,047,962 151,485 202,006

15.衛生費
1,451,084 1,490 1,452,574 1,490

20.農林水産業費
1,301,492 174,712 1,476,204 71,450 74,400 28,862

25.商工費
227,165 1,618 228,783 1,618

30.土木費
1,111,510 49,673 1,161,183 5,200 6,113 38,360

35.消防費
507,404 265,895 773,299 6,083 232,300 27,512

40.教育費
808,773 79,085 887,858 5,800 62,700 10,585

45.災害復旧費
166,903 2,500 169,403 2,500

262,028
歳　　出　　合　　計

11,063,099 966,125 12,029,224 369,400 6,226 328,471



2.歳　入

50.(款) 分担金及び負担金 (項) 1.分担金 （単位：千円）

節
説　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

2,0802. 1.土木費分担金土木費分担金 1,201 2,080 3,281 県単独急傾斜地崩壊対策事業2,080

1,518 2,080 3,598計

60.(款) 国庫支出金 (項) 1.国庫負担金

1,7851. 1.社会福祉費国庫負担金民生費国庫負担金 196,605 1,785 198,390 臨時福祉給付金1,785

196,605 1,785 198,390計

60.(款) 国庫支出金 (項) 5.国庫補助金

22,4101. 14.ふるさとテレワーク推進事総務費国庫補助金 39,092 22,410 61,502 ふるさとテレワーク推進事業交付金22,410
業交付金

74,7002. 1.社会福祉費国庫補助金民生費国庫補助金 7,707 74,700 82,407 地域医療介護総合確保基金施設整備助成74,700
金

350,749 97,110 447,859計

65.(款) 県支出金 (項) 5.県補助金

△4001. 1.企画費県補助金総務費県補助金 104,720 5,683 110,403 地域活力創出徳島モデル交付金事業補助△400
金

1,6508.消防費県補助金 「とくしま－０（ゼロ）作戦」緊急対策6,083
事業補助金

3,733避難所緊急安全診断事業
700地域の担い手・頑張る消防団応援事業

―　10　― 一般会計50.款 分担金及び負担金



―　11　― 一般会計65.款 県支出金

65.(款) 県支出金 (項) 5.県補助金 （単位：千円）

節
説　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

75,0002. 4.災害救助費補助金民生費県補助金 36,386 75,000 111,386 災害救助費補助金75,000

3,4504. 2.農地費県補助金農林水産業費県補助金 493,822 71,450 565,272 地籍調査事業3,450

5,0003.林業費県補助金 県単治山事業費補助金68,000
67,500道整備交付金事業補助金（林道関係）
△4,500森林整備加速化・林業飛躍事業補助金

5,2005. 3.河川費県補助金土木費県補助金 1 5,200 5,201 県単急傾斜地崩壊対策事業5,200

5,8006. 3.社会教育費県補助金教育費県補助金 3,320 5,800 9,120 スポーツ王国とくしま推進事業助成金5,800

786,408 163,133 949,541計

70.(款) 財産収入 (項) 2.財産売払収入

6,0433. 1.生産物売払収入生産物売払収入 23,430 6,043 29,473 町有林搬出木材売払収入6,043

23,432 6,043 29,475計

75.(款) 寄附金 (項) 1.寄附金

9992. 1.指定寄附金指定寄附金 1 1,112 1,113 海外語学研修寄付金1,112
113災害対策寄付金

3 1,112 1,115計



85.(款) 繰越金 (項) 1.繰越金 （単位：千円）

節
説　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

321,4291. 1.前年度繰越金繰越金 361,556 321,429 682,985 前年度繰越金321,429

361,556 321,429 682,985計

90.(款) 諸収入 (項) 25.雑入

4,0332. 1.雑入雑入 54,048 4,033 58,081 支障物件移転補償費4,033

54,049 4,033 58,082計

95.(款) 町債 (項) 1.町債

64,0001. 1.過疎対策事業債過疎対策事業債 200,500 74,400 274,900 道整備交付金事業（林道分）74,400
10,400森林境界明確化事業

62,70013. 1.合併特例債合併特例債 788,200 62,700 850,900 鷲敷体育館新築事業62,700

232,30016. 1.緊急防災・減災事業債緊急防災・減災事業債 0 232,300 232,300 防災無線デジタル化事業232,300

1,337,300 369,400 1,706,700計

―　12　― 一般会計85.款 繰越金



―　13　― 一般会計

3.歳　出

5.款総務費

(款) 5. 総務費 (項) 1. 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

1. 26.寄附金一般管理費 1,225,640 8,352 1,233,992 113 8,239 平成２８年熊本地震寄付金114 114

28.繰出金 ＣＡＴＶ会計繰出金8,238 8,238

4. 15.工事請負費財産管理費 192,180 4,000 196,180 4,000 駐車場舗装工事4,000 4,000

1,431,699 12,352 1,444,051 113 12,239計

(款) 5. 総務費 (項) 5. 企画費

1. 13.委託料企画総務費 73,975 23,149 97,124 22,410 739 ふるさとテレワーク推進委22,410 22,410
託料

19.負担金、補 集会所修繕補助金739 739
助及び交付
金

8. 13.委託料地域活力創 5,000 2,160 7,160 △400 2,560 委託料810 810
出徳島モデ

18.備品購入費ル交付金事 機材購入費1,350 1,350
業費

313,468 25,309 338,777 22,010 3,299計

(款) 10. 民生費 (項) 1. 社会福祉費

1. 1.報酬社会福祉総 305,066 2,431 307,497 1,785 646 委員報酬576 576
務費

11.需用費 消耗品費135 135



(款) 10. 民生費 (項) 1. 社会福祉費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

1. 12.役務費社会福祉総 305,066 2,431 307,497 1,785 646 通信運搬費20 20
務費

13.委託料 システム改修委託料1,700 1,700

2. 19.負担金、補老人福祉費 618,464 350,000 968,464 149,700 200,300 高齢者福祉施設等防災減災350,000 150,000
助及び交付 促進事業補助金
金 地域医療介護総合確保基金 74,700

施設整備助成金
通所介護事業所等建設負担 125,000
金
介護予防事業補助金 300

11. 13.委託料地域包括支 11,218 135 11,353 135 システム改修委託料135 135
援センター
費

1,229,748 352,566 1,582,314 151,485 201,081計

(款) 10. 民生費 (項) 5. 児童福祉費

3. 11.需用費こども園費 316,456 925 317,381 925 維持修繕費925 925

450,443 925 451,368 925計

(款) 15. 衛生費 (項) 1. 保健衛生費

1. 13.委託料保健衛生総 77,103 70 77,173 70 健康管理システム機能強化70 70
務費

―　14　― 一般会計10.款民生費



―　15　― 一般会計15.款衛生費

(款) 15. 衛生費 (項) 1. 保健衛生費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

5. 28.繰出金環境衛生費 234,480 1,420 235,900 1,420 集落排水事業特別会計繰出1,420 1,420
金

597,286 1,490 598,776 1,490計

(款) 20. 農林水産業費 (項) 1. 農業費

8. 13.委託料農業施設管 3,201 3,500 6,701 3,500 委託料3,500 3,500
理費

109,640 3,500 113,140 3,500計

(款) 20. 農林水産業費 (項) 5. 農地費

7. 13.委託料国土調査費 132,768 2,059 134,827 3,450 △1,391 地籍調査測量委託料2,059 2,059

198,345 2,059 200,404 3,450 △1,391計

(款) 20. 農林水産業費 (項) 10. 林業費

20. 13.委託料森林管理サ 147,375 11,000 158,375 △4,500 10,400 5,100 森林情報整備委託料11,000 11,000
ポートセン
ター事業費

443,623 11,000 454,623 △4,500 10,400 5,100計



(款) 20. 農林水産業費 (項) 15. 治山林道費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

1. 11.需用費林道維持管 101,333 13,152 114,485 13,152 林道維持修繕費1,000 1,000
理費

13.委託料 林道維持管理委託料8,810 8,000
橋梁トンネル長寿命化修繕 810
計画等業務委託料

15.工事請負費 維持補修工事費3,342 3,342

7. 13.委託料県単治山事 21,669 10,001 31,670 5,000 5,001 県単治山事業委託料540 540
業費

15.工事請負費 治山工事9,461 9,461

9. 13.委託料道整備交付 397,966 135,000 532,966 67,500 64,000 3,500 林道東川千本谷線委託料35,000 35,000
金事業費

15.工事請負費 林道東川千本谷線工事費100,000 50,000
林道蔭谷御朱印谷線工事費 50,000

538,412 158,153 696,565 72,500 64,000 21,653計

(款) 25. 商工費 (項) 1. 商工費

2. 19.負担金、補観光総務費 16,268 700 16,968 700 町観光協会運営補助金700 700
助及び交付
金

3. 18.備品購入費観光施設費 73,927 918 74,845 918 備品購入費918 918

227,165 1,618 228,783 1,618計

―　16　― 一般会計20.款農林水産業費



―　17　― 一般会計30.款土木費

(款) 30. 土木費 (項) 1. 土木管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

3. 15.工事請負費下ノ内地区 36,652 13,273 49,925 4,033 9,240 下ノ内地区移転対策工事12,500 3,000
住宅等移転 水道管移設工事 9,500
対策費

17.公有財産購 公有財産購入費773 773
入費

304,635 13,273 317,908 4,033 9,240計

(款) 30. 土木費 (項) 5. 道路橋梁費

1. 15.工事請負費道路維持費 126,358 26,000 152,358 26,000 町道維持修繕工事26,000 26,000

700,085 26,000 726,085 26,000計

(款) 30. 土木費 (項) 10. 河川費

3. 15.工事請負費急傾斜対策 2 10,400 10,402 5,200 2,080 3,120 工事請負費10,400 10,400
費

83,500 10,400 93,900 5,200 2,080 3,120計

(款) 35. 消防費 (項) 1. 消防費

1. 13.委託料常備消防費 299,231 13,000 312,231 13,000 上流出張所設計委託料13,000 13,000

3.消防施設費 15,017 0 15,017 700 △700 財源振替

4. 11.需用費災害対策費 33,850 8,832 42,682 5,383 3,449 維持修繕費550 153
災害救助物資代 397



(款) 35. 消防費 (項) 1. 消防費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

4. 13.委託料災害対策費 33,850 8,832 42,682 5,383 3,449 空家対策推進事業3,984 250
避難所緊急安全診断事業 3,734

15.工事請負費 支障木伐採工事2,268 2,268

18.備品購入費 IP無線機2,030 2,030

5. 12.役務費防災行政無 17,787 244,063 261,850 232,300 11,763 県防災無線通信料△36 △208
線施設費 IP無線機通信料 172

15.工事請負費 移設工事費243,831 693
減災コミュニケーションシ 243,138
ステム工事費

19.負担金、補 県総合通信ネットワーク268 268
助及び交付
金

507,404 265,895 773,299 6,083 232,300 27,512計

(款) 40. 教育費 (項) 1. 教育総務費

3. 15.工事請負費教育財産管 109,971 608 110,579 608 工事請負費608 608
理費

355,047 608 355,655 608計

(款) 40. 教育費 (項) 5. 小学校費

2. 9.旅費教育振興費 10,285 140 10,425 140 普通旅費136 136

―　18　― 一般会計35.款消防費



―　19　― 一般会計40.款教育費

(款) 40. 教育費 (項) 5. 小学校費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

2. 14.使用料及び教育振興費 10,285 140 10,425 140 駐車場・有料道路使用料4 4
賃借料

88,851 140 88,991 140計

(款) 40. 教育費 (項) 10. 中学校費

1. 11.需用費学校管理費 34,623 △5,036 29,587 △5,036 維持修繕費337 337

14.使用料及び 電話機等リース料81 81
賃借料

15.工事請負費 中学校施設修繕工事△5,454 △5,454

50,442 △5,036 45,406 △5,036計

(款) 40. 教育費 (項) 25. 社会教育費

2. 15.工事請負費公民館費 23,353 △5,400 17,953 △5,400 公民館施設解体工事△5,400 △5,400

109,367 △5,400 103,967 △5,400計

(款) 40. 教育費 (項) 30. 保健体育費

1. 13.委託料保健体育総 140,758 88,773 229,531 5,800 62,700 20,273 鷲敷体育館新築工事設計委78,742 66,000
務費 託料

カヌー艇庫新築工事設計委 5,800
託料



(款) 40. 教育費 (項) 30. 保健体育費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

1. 13.委託料保健体育総 140,758 88,773 229,531 5,800 62,700 20,273 鷲敷プール改修工事設計委78,742 4,300
務費 託料

平谷ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ照明修繕工事 2,642
設計委託料

15.工事請負費 木頭柔剣道場改修工事8,292 8,292

19.負担金、補 全国大会等参加費補助金1,739 1,739
助及び交付
金

205,066 88,773 293,839 5,800 62,700 20,273計

(款) 45. 災害復旧費 (項) 1. 農林水産業施設災害復旧費

1. 15.工事請負費林道災害復 104,177 2,500 106,677 2,500 災害応急工事費2,500 2,500
旧費

146,547 2,500 149,047 2,500計

―　20　― 一般会計40.款教育費



議案第 ７１ 号

平成２８年度

那賀町国民健康保険診療所事業特別会計補正予算

（第２号）



－ －1

平成２８年度那賀町国民健康保険診療所事業特別会計補正予算（第２号）

平成２８年度那賀町国民健康保険診療所事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

(歳入歳出予算の補正）

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ３ ５００千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞ,
れ４５２ ６５７千円とする。,
２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は 「第１表歳入歳出、

予算補正」による。

平成２８年 ９ 月 ６ 日 提出

那賀町長 坂 口 博 文



第　1　表　　歳　入　歳　出　予　算　補　正

（歳入） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

７７，５１２
5.繰越金

３，５００ ８１，０１２

1.日野谷相生診療所繰
越金 ５６，５９９ ３，５００ ６０，０９９

歳　　入　　合　　計
４４９，１５７ ３，５００ ４５２，６５７

―　2　― 診療会計



―　3　― 診療会計

（歳出） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1.総務費
３０８，５２３ ３，５００ ３１２，０２３

1.日野谷相生診療所施
設管 ２１３，９３４ ３，５００ ２１７，４３４

歳　　出　　合　　計
４４９，１５７ ３，５００ ４５２，６５７



歳　入　歳　出　補　正　予　算　（　第　２　号　）　事　項　別　明　細　書

（歳入） （単位：千円）

款 補正前の額 補　正　額 計

1.総　括

5.繰越金
７７，５１２ ３，５００ ８１，０１２

歳　　入　　合　　計
４４９，１５７ ３，５００ ４５２，６５７

―　4　― 診療会計



―　5　― 診療会計

（歳出） （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計 特　定　財　源
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一般財源
款

補　正　額　の　財　源　内　訳

1.総務費
308,523 3,500 312,023 3,500

歳　　出　　合　　計
449,157 3,500 452,657 3,500



2.歳　入

5.(款) 繰越金 (項) 1.日野谷相生診療所繰越金 （単位：千円）

節
説　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

3,5001. 1.繰越金繰越金 56,599 3,500 60,099 前年度繰越金3,500

56,599 3,500 60,099計

―　6　― 診療会計5.款 繰越金



―　7　― 診療会計

3.歳　出

1.款総務費

(款) 1. 総務費 (項) 1. 日野谷相生診療所施設管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

1. 15.工事請負費一般管理費 213,465 3,500 216,965 3,500 駐車場舗装工事3,500 3,500

213,934 3,500 217,434 3,500計



































７４ 号議案第

平 成 ２ ８ 年 度

那賀町ケーブルテレビ事業特別会計補正予算

（ 第 2 号 ）



（歳入歳出予算の補正）
第１条

総額を、歳入歳出それぞれ８６６，１４６千円とする。

２
は「第１表　歳入歳出予算補正」による。

（地方債補正）
第２条 既定の地方債の変更は「第２表　地方債補正」による。

平成２８年９月６日　提　出

平成２８年度那賀町ケーブルテレビ事業特別会計補正予算（ 第 2 号 ）

－　１　－

那賀町長　　坂　口　博　文

平成２８年度那賀町ケーブルテレビ事業特別会計補正予算（ 第 2 号 ）は、次に定めるところによる。

既定の歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ８，２３８千円を追加し、歳入歳出予算の

歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額



第　1　表　　歳　入　歳　出　予　算　補　正

（歳入） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

８５７，９０８
1.事業収入

８，２３８ ８６６，１４６

1.那賀町施設収入
８５７，９０８ ８，２３８ ８６６，１４６

歳　　入　　合　　計
８５７，９０８ ８，２３８ ８６６，１４６

―　2　― CATV会計



―　3　― CATV会計

（歳出） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1.那賀町ＣＡＴＶ施
設費 ８５７，９０８ ８，２３８ ８６６，１４６

1.ＣＡＴＶ事業費
８５７，９０８ ８，２３８ ８６６，１４６

歳　　出　　合　　計
８５７，９０８ ８，２３８ ８６６，１４６



歳　入　歳　出　補　正　予　算　（　第　２　号　）　事　項　別　明　細　書

（歳入） （単位：千円）

款 補正前の額 補　正　額 計

1.総　括

1.事業収入
８５７，９０８ ８，２３８ ８６６，１４６

歳　　入　　合　　計
８５７，９０８ ８，２３８ ８６６，１４６

―　4　― CATV会計



―　5　― CATV会計

（歳出） （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計 特　定　財　源
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一般財源
款

補　正　額　の　財　源　内　訳

1.那賀町ＣＡＴＶ施設費
857,908 8,238 866,146 8,238

歳　　出　　合　　計
857,908 8,238 866,146 8,238



2.歳　入

1.(款) 事業収入 (項) 1.那賀町施設収入 （単位：千円）

節
説　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

8,2383. 1.他会計繰入金繰入金 30,520 8,238 38,758 一般会計繰入金8,238

857,908 8,238 866,146計

―　6　― CATV会計1.款 事業収入



―　7　― CATV会計

3.歳　出

1.款那賀町ＣＡＴＶ施設費

(款) 1. 那賀町ＣＡＴＶ施設費 (項) 1. ＣＡＴＶ事業費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

1. 18.備品購入費一般管理費 87,803 8,238 96,041 8,238 ＩＰ告知端末等購入8,238 8,238

857,908 8,238 866,146 8,238計



平成２８年９月

那賀町議会定例会

議 案

平成２８年９月６日開会

那 賀 町



議案第７５号

那賀町使用料条例の一部改正について

那賀町使用料条例の一部を改正する条例を次のように定める。

平成２８年９月６日提出

那賀町長 坂 口 博 文

那賀町条例第 号

那賀町使用料条例の一部を改正する条例

那賀町使用料条例(平成17年条例第85号)の一部を次のように改正する。

別表の２２の見出し中、「土地」の次に「、建物」を加え、同表に次のように加える。

自動販売機 １台 売上げの１５％

附 則

この条例は、公布の日から施行する。



議案第７６号

那賀町税条例の一部改正について

那賀町税条例の一部を改正する条例を次のように定める。

平成２８年９月６日提出

那賀町長 坂 口 博 文

那賀町条例第 号

那賀町税条例の一部を改正する条例

那賀町税条例（平成１７年那賀町条例第８１号）の一部を次のように改正する。

附則第10条の2を附則第10条の3とし、附則第10条の次に次の1条を加える。

(法附則第15条第2項第1号等の条例で定める割合)

第10条の2 法附則第15条第2項第1号に規定する市町村の条例で定める割合は、3分の

1とする。

2 法附則第15条第2項第2号に規定する市町村の条例で定める割合は、2分の1とする。

3 法附則第15条第2項第3号に規定する市町村の条例で定める割合は、2分の1とする。

4 法附則第15条第2項第7号に規定する市町村の条例で定める割合は、4分の3とする。

5 法附則第15条第29項に規定する市町村の条例で定める割合は、2分の1とする。

6 法附則第15条第30項に規定する市町村の条例で定める割合は、2分の1とする。

7 法附則第15条第31項に規定する市町村の条例で定める割合は、2分の1とする。

8 法附則第15条第33項第1号イに規定する設備について同号に規定する市町村の条例

で定める割合は、3分の2とする。

9 法附則第15条第33項第1号ロに規定する設備について同号に規定する市町村の条例

で定める割合は、3分の2とする。

10 法附則第15条第33項第2号イに規定する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、2分の1とする。



11 法附則第15条第33項第2号ロに規定する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、2分の1とする。

12 法附則第15条第33項第2号ハに規定する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、2分の1とする。

13 法附則第15条第39項に規定する市町村の条例で定める割合は、3分の2とする。

14 法附則第15条第40項に規定する市町村の条例で定める割合は、4分の3とする。

15 法附則第15条第42項に規定する市町村の条例で定める割合は、5分の4とする。

16 法附則第15条の8第4項に規定する市町村の条例で定める割合は、3分の2とする。

 

附則第20条の2第1項中「同法」を「租税条約等実施特例法」に改め、同条第2項第1

号中「附則第20条の2第1項」を「附則第20条の3第1項」に改め、同項第2号中「、附

則第7条第1項、附則第7条の3第1項及び附則第7条の3の2第1項」を「並びに附則第7条

第1項、第7条の3第1項及び第7条の3の2第1項」に、「附則第20条の2第1項」を「附則

第20条の3第1項」に改め、同項第3号中「附則第20条の2第1項」を「附則第20条の3第

1項」に、「租税条約等実施特例法」を「租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法

及び地方税法の特例等に関する法律(昭和44年法律第46号)」に、「特定給付補てん金

等に係る雑所得等の金額」を「特定給付補 金等に係る雑所得等の金額」に改め、同

項第4号中「附則第20条の2第1項」を「附則第20条の3第1項」に改め、同項第5号を削

り、同条第3項中「第33条及び」を「同条及び」に、「同法」を「租税条約等実施特例

法」に改め、同条第5項第1号中「附則第20条の2第3項」を「附則第20条の3第3項後段」

に改め、同項第2号中「附則第20条の2第3項」を「附則第20条の3第3項後段」に改め、

「、第34条の9中「第33条第4項」とあるのは「附則第20条の2第4項」と」を削り、同

項第3号中「附則第20条の2第3項」を「附則第20条の3第3項後段」に、「租税条約等実

施特例法」を「租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に

関する法律(昭和44年法律第46号)」に、「又は配当所得」を「若しくは配当所得」に

改め、同項第4号中「附則第20条の2第3項」を「附則第20条の3第3項後段」に、「「同

条第2項中」を「同条第2項中」に改め、同項第5号を削り、同条第6項中「附則第20条

の2第3項」を「附則第20条の3第3項後段」に、「、法第37条の4」を「、同条第3項中

「法第37条の4」に改め、同条を附則第20条の3とする。

 

附則第20条の次に次の1条を加える。

(特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個人の町民税の課税の特例)



第20条の2 所得割の納税義務者が支払を受けるべき外国居住者等の所得に対する相

互主義による所得税等の非課税等に関する法律(昭和37年法律第144号。以下「外国

居住者等所得相互免除法」という。)第8条第2項に規定する特例適用利子等、外国

居住者等所得相互免除法第12条第5項に規定する特例適用利子等又は外国居住者等

所得相互免除法第16条第2項に規定する特例適用利子等については、第33条及び第3

4条の3の規定にかかわらず、他の所得と区分し、その前年中の外国居住者等所得相

互免除法第8条第2項(外国居住者等所得相互免除法第12条第5項及び第16条第2項に

おいて準用する場合を含む。)に規定する特例適用利子等の額(以下この項において

「特例適用利子等の額」という。)に対し、特例適用利子等の額(次項第1号の規定

により読み替えられた第34条の2の規定の適用がある場合には、その適用後の金額)

に100分の3の税率を乗じて計算した金額に相当する町民税の所得割を課する。

2 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。

(1) 第34条の2の規定の適用については、同条中「総所得金額」とあるのは、「総

所得金額、附則第20条の2第1項に規定する特例適用利子等の額」とする。

(2) 第34条の6から第34条の8まで、第34条の9第1項並びに附則第7条第1項、第7条

の3第1項及び第7条の3の2第1項の規定の適用については、第34条の6中「所得割

の額」とあるのは「所得割の額及び附則第20条の2第1項の規定による町民税の所

得割の額」と、第34条の7第1項前段、第34条の8、第34条の9第1項並びに附則第7

条第1項、第7条の3第1項及び第7条の3の2第1項中「所得割の額」とあるのは「所

得割の額並びに附則第20条の2第1項の規定による町民税の所得割の額」と、第34

条の7第1項後段中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第20条の2第1

項の規定による町民税の所得割の額の合計額」とする。

(3) 第35条の規定の適用については、同条中「又は山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額又は附則第20条の2第1項に規定する特例適用利子等の額」と、

「若しくは山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額若しくは外国居住

者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律(昭和37年

法律第144号)第7条第10項(同法第11条第8項及び第15条第14項において準用する

場合を含む。)に規定する特定対象利子に係る利子所得の金額、同法第7条第12項

(同法第11条第9項及び第15条第15項において準用する場合を含む。)に規定する

特定対象収益分配に係る配当所得の金額、同法第7条第16項(同法第11条第11項及

び第15条第17項において準用する場合を含む。)に規定する特定対象懸賞金等に

係る一時所得の金額若しくは同法第7条第18項(同法第11条第12項及び第15条第18



項において準用する場合を含む。)に規定する特定対象給付補 金等に係る雑所

得等の金額」とする。

(4) 附則第5条の規定の適用については、同条第1項中「山林所得金額」とあるの

は「山林所得金額並びに附則第20条の2第1項に規定する特例適用利子等の額」と、

同条第2項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第20条の2第1項

の規定による町民税の所得割の額」とする。

3 所得割の納税義務者が支払を受けるべき外国居住者等所得相互免除法第8条第4項

に規定する特例適用配当等、外国居住者等所得相互免除法第12条第6項に規定する特

例適用配当等又は外国居住者等所得相互免除法第16条第3項に規定する特例適用配当

等(次項において「特例適用配当等」という。)については、第33条第3項及び第4項

の規定は適用しない。この場合において、当該特例適用配当等については、同条及

び第34条の3の規定にかかわらず、他の所得と区分し、その前年中の外国居住者等所

得相互免除法第8条第4項(外国居住者等所得相互免除法第12条第6項及び第16条第3項

において準用する場合を含む。)に規定する特例適用配当等の額(以下この項におい

て「特例適用配当等の額」という。)に対し、特例適用配当等の額(第5項第1号の規

定により読み替えられた第34条の2の規定の適用がある場合には、その適用後の金額)

に100分の3の税率を乗じて計算した金額に相当する町民税の所得割を課する。

4 前項後段の規定は、特例適用配当等に係る所得が生じた年の翌年の4月1日の属す

る年度分の第36条の2第1項の規定による申告書(その提出期限までに提出されたも

の及びその提出期限後において町民税の納税通知書が送達される時までに提出され

たものに限り、その時までに提出された第36条の3第1項に規定する確定申告書を含

む。)に前項後段の規定の適用を受けようとする旨の記載があるとき(これらの申告

書にその記載がないことについてやむを得ない理由があると町長が認めるときを含

む。)に限り、適用する。

5 第3項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。

(1) 第34条の2の規定の適用については、同条中「総所得金額」とあるのは、「総

所得金額、附則第20条の2第3項後段に規定する特例適用配当等の額」とする。

(2) 第34条の6から第34条の8まで、第34条の9第1項並びに附則第7条第1項、第7条

の3第1項及び第7条の3の2第1項の規定の適用については、第34条の6中「所得割

の額」とあるのは「所得割の額及び附則第20条の2第3項後段の規定による町民税

の所得割の額」と、第34条の7第1項前段、第34条の8、第34条の9第1項並びに附

則第7条第1項、第7条の3第1項及び第7条の3の2第1項中「所得割の額」とあるの



は「所得割の額並びに附則第20条の2第3項後段の規定による町民税の所得割の額」

と、第34条の7第1項後段中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第20

条の2第3項後段条の規定による町民税の所得割の額の合計額」とする。

(3) 第35条の規定の適用については、同条中「又は山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額又は附則第20条の2第3項後段に規定する特例適用配当等の

額」と、「若しくは山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額若しくは

外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律

(昭和37年法律第144号)第7条第14項(同法第11条第10項及び第15条第16項におい

て準用する場合を含む。)に規定する申告不要特定対象配当等に係る利子所得の

金額若しくは配当所得の金額」とする。

(4) 附則第5条の規定の適用については、同条第1項中「山林所得金額」とあるの

は「山林所得金額並びに附則第20条の2第3項後段に規定する特例適用配当等の額」

と、同条第2項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第20条の2第

3項後段の規定による町民税の所得割の額」とする。

附 則

（施行期日）

１ この条例は､平成29年1月1日から施行する。

（経過措置）

２ この条例による改正後の那賀町町税条例（以下「新条例」という。）附則第10条

の2の規定は、平成29年度以降の固定資産税について適用する。

３ 新条例附則第20条の2の規定は、この条例の施行の日以後に支払を受けるべき外

国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和

37年法律第144号）第8条第2項に規定する特例適用利子等、同法第12条第5項に規定

する特例適用利子等若しくは同法第16条第2項に規定する特例適用利子等又は同法

第8条第4項に規定する特例適用配当等、同法第12条第6項に規定する特例適用配当

等若しくは同法第16条第3項に規定する特例適用配当等に係る個人の町民税につい

て適用する。



議案第７７号

那賀町国民健康保険税条例の一部改正について

那賀町国民健康保険税条例の一部を改正する条例を次のように定める。

平成２８年９月６日提出

那賀町長 坂 口 博 文

那賀町条例第 号

那賀町国民健康保険税条例の一部を改正する条例

那賀町国民健康保険税条例（平成１７年那賀町条例第８３号）の一部を次のよう

に改正する。

附則中第11項を第13項とし、第10項を第12項とし、第9項の次に次の2項を加える。

(特例適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例)

10 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所

属者が外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する

法律(昭和37年法律第144号)第8条第2項に規定する特例適用利子等、同法第12条

第5項に規定する特例適用利子等又は同法第16条第2項に規定する特例適用利子等

に係る利子所得、配当所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を有する場合におけ

る第3条、第6条、第8条及び第23条の規定の適用については、第3条第1項中「山

林所得金額の合計額から同条第2項」とあるのは「山林所得金額並びに外国居住

者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律(昭和37年

法律第144号)第8条第2項(同法第12条第5項及び第16条第2項において準用する場

合を含む。)に規定する特例適用利子等の額(以下この条及び第23条において「特

例適用利子等の額」という。)の合計額から法第314条の2第2項」と、「山林所得

金額の合計額(」とあるのは「山林所得金額並びに特例適用利子等の額の合計額(」

と、同条第2項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は



特例適用利子等の額」と、第23条中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額

並びに特例適用利子等の額」とする。

(特例適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例)

11 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所

属者が外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法

律第8条第4項に規定する特例適用配当等、同法第12条第6項に規定する特例適用配

当等又は同法第16条第3項に規定する特例適用配当等に係る利子所得、配当所得及

び雑所得を有する場合における第3条、第6条、第8条及び第23条の規定の適用につ

いては、第3条第1項中「山林所得金額の合計額から同条第2項」とあるのは「山林

所得金額並びに外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に

関する法律第8条第4項(同法第12条第6項及び第16条第3項において準用する場合を

含む。)に規定する特例適用配当等の額(以下この条及び第23条において「特例適用

配当等の額」という。)の合計額から法第314条の2第2項」と、「山林所得金額の合

計額(」とあるのは「山林所得金額並びに特例適用配当等の額の合計額(」と、同条

第2項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は特例適用配

当等の額」と、第23条中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額並びに特例適

用配当等の額」とする。

附 則

（施行期日）

１ この条例は､平成29年1月1日から施行する。

（経過措置）

２ この条例による改正後の那賀町国民健康保険税条例附則第10項及び第11項の規

定は、この条例の施行の日以後に支払を受けるべき外国居住者等の所得に対する

相互主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和37年法律第144号）第8条

第2項に規定する特例適用利子等、同法第12条第5項に規定する特例適用利子等若

しくは同法第16条第2項に規定する特例適用利子等又は同法第8条第4項に規定す

る特例適用配当等、同法第12条第6項に規定する特例適用配当等若しくは同法第

16条第3項に規定する特例適用配当等に係る個人の町民税について適用する。



議案第７８号

那賀町公民館条例の一部改正について

那賀町公民館条例の一部を改正する条例を次のように定める。

平成２８年９月 日提出

那賀町長 坂 口 博 文

那賀町条例第 号

那賀町公民館条例の一部を改正する条例

那賀町公民館条例（平成１７年那賀町条例第９５号）の一部を次のように改正

する。

別表（第２条関係）分館深森公民館の項を削る。

第２種 分館深森公民館 那賀町深森字ツツジナロ20番地

附 則

この条例は、公布の日から施行する。



議案第７９号

那賀町教職員住宅設置条例の一部改正について

那賀町教職員住宅設置条例の一部を改正する条例を次のように定める。

平成２８年９月６日提出

那賀町長 坂 口 博 文

那賀町条例第 号

那賀町教職員住宅設置条例の一部を改正する条例

那賀町教職員住宅設置条例（平成１７年那賀町条例第８８号）の一部を次の
ように改正する。

第２条中の表を次のように改める。

名称 棟数 戸数 位置

小仁宇教職員住宅 1 3 那賀町小仁宇字舟津の上29番地1

仁宇教職員住宅 1 3 那賀町仁宇字学原76番地1

土佐教職員住宅 1 6 那賀町土佐字南町110番地1

相生小学校教職員住宅 1 4 那賀町延野字王子原108番地1

〃 1 2 那賀町大久保字中西7番地2

〃 1 4 那賀町延野字大原112番地2

桜谷小学校教職員住宅 1 8 那賀町小浜175番地1

上那賀中学校教職員住宅 1 12 那賀町小浜175番地2

小浜教職員住宅 1 2 那賀町小浜176番地

向エ教職員住宅 1 3 那賀町坂州字向エ163番地1

六地蔵団地 1 1 那賀町木頭折宇字六地蔵8番地1

〃 1 4 那賀町木頭折宇字六地蔵9番地1

東団地 2 6 那賀町木頭和無田字ソ子26番地１

〃 2 10 那賀町木頭和無田字ソ子29番地2

宮前団地 1 2 那賀町木頭和無田字ニシノミヤ25番地１

附 則
この条例は､平成２８年１０月１日から施行する。



議案第８０号

那賀町営住宅条例の一部改正について

那賀町営住宅条例の一部を改正する条例を次のように定める。

平成２８年９月６日提出

那賀町長 坂 口 博 文

那賀町条例第 号

那賀町営住宅条例の一部を改正する条例

那賀町営住宅条例 (平成17年条例第184号 )の一部を次のように改正する。

別表を次のように改める。

別表（第３条関係）

名称 位置

和食団地 那賀町和食字町1番地

仁宇団地 那賀町仁宇字学原76番地

北地団地 那賀町和食郷字北地131番地1

新北地団地 那賀町和食郷字北地131番地1

阿井団地 那賀町阿井字金本13番地

新阿井団地 那賀町阿井字金本35番地

日野谷団地 那賀町大久保字中西13番地1

相生日浦団地 那賀町日浦字西ノ平203番地3

平谷第2団地 那賀町平谷字北側3番地1

小浜第2団地 那賀町小浜160番地1

海川西団地 那賀町海川字ホシコエ31番地

御所谷団地 那賀町御所谷字南屋敷11番地1

寒谷団地 那賀町坂州字寒谷13番地

向エ団地 那賀町坂州字向エ163番地1

上田団地 那賀町木頭字上田61番地

蜂の巣団地 那賀町坂州字高山平7番地1

旭団地 那賀町木頭出原字クボヲ10番地2



モリニシA団地 那賀町木頭出原字モリニシ63番地

モリニシB団地 那賀町木頭出原字モリニシ63番地

助蔭団地 那賀町木頭助字蔭116番地

出原第1団地 那賀町木頭出原字ウシロダ1番地

出原第2団地 那賀町木頭出原字クララ35番地

北川日浦団地 那賀町木頭北川字不んでん41番地

西宇団地 那賀町木頭西宇字森廻り2番地2

ヨシノ団地 那賀町木頭和無田字ニシノミヤ23番地

附 則

この条例は、平成２８年１０月１日から施行する。



議案第８１号 

 

 

  那賀町営単独住宅条例の制定について 

 

 那賀町営単独住宅条例を次のように定める。 

 

 

 平成２８年９月６日提出 

 

                        那賀町長 坂 口 博 文 

 

 

那賀町条例第  号 

 

   那賀町営単独住宅条例 

 

 （設置） 

第１条 町の活性化に資することを目的として、町内に居住し、又は居住しようとする者で住宅

に入居を希望する者に対し、住宅を貸与するため、那賀町営単独住宅（以下「単独住宅」とい

う。）を設置する。 

 （名称及び位置） 

第２条 単独住宅の名称及び位置は、別表第１のとおりとする。 

 （定義） 

第３条 この条例において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

   単独住宅 町が単独で建設し、管理する賃貸住宅をいう。 

   共同施設 駐車場等をいう。 

   町営住宅 那賀町営住宅条例（平成 17年那賀町条例第 184 号。以下「住宅条例」という。）

第３条に定める住宅をいう。 

 （入居者の公募） 

第４条 単独住宅の入居者の募集は、公募によるものとする。 

２ 前項の公募は、単独住宅の供給場所、戸数、規格、家賃、入居資格、申込方法、選考方法の

概略、入居時期その他必要な事項を、広報その他の方法により行うものとする。 

 （公募の例外） 

第５条 町長は、前条の規定にかかわらず次に掲げる事由のいずれかに該当する者については、

公募を行わず単独住宅に入居させることができる。 

   町民の住宅が災害により滅失したとき。 

   町民の住宅が不良住宅で、撤去するとき。 

   町営住宅及び単独住宅の建替事業により住み替える必要があるとき。 

   町営住宅及び単独住宅の用途廃止又は取り壊しにより住み替える必要があるとき。 

   その他町長が特別の事情があると認めるとき。 



 （入居者資格） 

第６条 単独住宅に入居できる者は、次の各号の条件を具備する者でなければならない。 

   那賀町内に居住し、又は町外から転入して那賀町内に居住しようとする者であること。 

   前号に掲げる者で現に住宅に困っていることが明らかな者であること。 

   家賃の支払い能力を備えていると認められること。 

   市町村民税及び町の公共料金の滞納がない者であること。 

   その者及び現に同居し、又は同居しようとする親族が暴力団員による不当な行為の防止等

に関する法律(平成 3 年法律第 77 号)第 2 条第 6 号に規定する暴力団員(以下「暴力団員」と

いう。)でないこと。 

２ 前条第１項各号に掲げる事由により、自ら居住するため住宅を必要とする者を単独住宅へ入

居させることとなった時は、本条第１項第１号に規定する条件は要しない。 

 （入居者の選考） 

第７条 入居の申込みをした者の数が入居させるべき単独住宅の戸数を超える場合の入居者の選

考は、次の各号のいずれかに該当する者について行う。 

  住宅以外の建物若しくは場所に居住し、又は保安上危険若しくは衛生上有害な状態にある

住宅に居住している者 

  他の世帯と同居して著しく生活上の不便を受けている者又は住宅がないため親族と同居す

ることができない者 

  住宅の規模又は間取りと世帯構成との関係から不適当な居住状態にある者 

  正当な理由による立退きの要求を受け、適当な移転先が無いため困窮している者(自己の責

めに帰すべき事由に基づく場合は除く。) 

  住宅がないため勤務場所から著しく遠隔の地に居住を余儀なくされている者又は収入に比

して著しく過大な家賃の支払を余儀なくされている者 

  前各号に該当する者のほか現に住宅に困窮していることが明らかな者。 

２ 町長は、前項各号のいずれかに該当する入居申込者の数が入居させるべき単独住宅の戸数を

著しく超える場合においては、公開抽選で入居者を決定する。ただし、同項第 1 号に規定する

者で町長が特に急迫した事情があると認めたものにあっては、優先的に選考して入居させるこ

とができる。 

 （入居補欠者） 

第８条 町長は、前条の規定により入居者を選考する場合において入居を許可された者のほかに、

補欠として入居順位を定めて必要と認める数の入居補欠者を定めることができる。 

２ 町長は、入居を許可された者が単独住宅に入居しないときは、前項の入居補欠者のうちから

入居順位に従い入居者を決定しなければならない。 

 （入居許可の申請） 

第９条 第６条第１項に規定する入居資格のあるもので単独住宅に入居しようとする者は、那賀

町営住宅条例施行規則（平成 17 年那賀町規則 103 号。以下「規則」という。）に規定する町営

住宅入居申込書を町長に提出し、その許可を受けなければならない。 

 （入居許可の条件等） 

第 10条 町長は、前条の許可に当たり当該許可に係る者と同居しようとする親族（婚姻の届出を

しないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者、その他婚姻の予約者を含む。）が入居すべき

期限その他必要な条件を付すことができる。 



２ 町長は、単独住宅の入居を許可された者が前項の規定により付された条件に違反したときは、

入居の許可を取り消すことができる。 

 （入居の手続） 

第 11 条 単独住宅の入居を許可された者は、許可のあった日から 10 日以内に次に掲げる手続を

しなければならない。 

   入居を許可された者と同程度以上の収入を有する者で町長が適当と認める連帯保証人の連

署する請書を提出すること。 

   第 16 条第１項の規定により敷金を納付すること。 

２ 単独住宅の入居を許可された者がやむを得ない事情により入居の手続を前項に定める期間内

にすることができないときは、同項の規定にかかわらず、町長が別に指定する期間内に同項に

定める手続をしなければならない。 

３ 単独住宅の入居を許可された者が前２項に規定する期間内に第１項の手続をしないときは、

単独住宅入居の許可を取り消すことができる。 

４ 町長は、単独住宅の入居を許可された者が入居の手続をしたときは、速やかにその者に対し、

単独住宅への入居の日（以下「入居日」という。）を通知しなければならない。 

 （入居の承継） 

第 12条 単独住宅の入居者が死亡し、又はその親族を残して退居した場合において、当該同居の

親族が引き続き当該単独住宅に入居しようとするときは、承継の理由となるべき事実発生後 30

日以内に町長の定めるところによりその承認を受けなければならない。 

２ 町長は、引き続き単独住宅に居住しようとする者が暴力団であるときは、前項の承認をして

はならない。 

 （家賃の決定） 

第 13条 単独住宅の家賃は、別表第２のとおりとする。 

 （家賃の減免又は徴収猶予） 

第 14条 町長は、次の各号に掲げる特別の事情がある場合においては、家賃の減免又は徴収の猶

予を必要と認める者に対して町長が定めるところにより当該家賃の減免又は徴収の猶予をする

ことができる。 

   入居者又は同居者の収入が著しく低額であるとき。 

   入居者又は同居者が病気にかかったとき。 

   入居者又は同居者が災害により著しい損害を受けたとき。 

   その他前３号に準ずる特別の事情があるとき。 

 （家賃の納付） 

第 15 条 家賃は、入居日から単独住宅を明け渡した日（第 26 条第１項の規定により明け渡しの

請求があった場合は、請求のあった日）まで徴収する。 

２ 家賃は毎月末（月の途中で明け渡す場合は、明け渡す日）までにその月分を納付しなければ

ならない。 

３ 入居者が新たに単独住宅に入居した場合、又は明け渡した場合において、その月の使用期間

が１月に満たないときは、その月分の家賃は日割り計算による。 

 （敷金） 

第 16条 町長は、入居者から３月分の家賃（家賃が変更された場合は、当該家賃の額）に相当す

る金額の敷金を徴収するものとする。ただし、町長は第 14 条各号のいずれかに該当すると認め



たときは、減免又は徴収の猶予をすることができる。 

２ 前項に規定する敷金は、入居者が単独住宅を明け渡しした後において還付する。ただし、未

納の家賃又は損害賠償金があるときは、敷金のうちからこれを控除する。 

３ 敷金に利子を付けない。 

 （敷金等の運用） 

第 17条 町長は、敷金を預金等安全確実な方法で運用しなければならない。 

 （入居者の費用負担義務） 

第 18条 次に掲げる費用は、入居者の負担とする。ただし、第１号の費用にあっては町長が入居

者に負担させることが不適当であると認める場合は、この限りではない。 

   畳の表替え、破損ガラスの取替え、ふすまの張替え等軽微な修繕及び給水せん、灯具その

他付帯施設の構造上重要でない部分の修繕に要する費用 

   汚物及びじんかいの処理に要する費用 

   ガス、電気、テレビ及び水道の使用料 

   共同施設の使用に要する費用 

   団地の清掃その他環境衛生の保持に要する費用 

   その他入居者の責めに帰すべき事由によって修繕する必要が生じたときの修繕に要する費   

用 

 （入居者の保管義務） 

第 19条 入居者は、当該単独住宅又は共同施設の使用について必要な注意を払い、これらを正常

な状態において維持しなければならない。 

 （届出） 

第 20条 入居者が当該単独住宅を引き続き１月以上使用しないときは、町長の定めるところによ

り届出をしなければならない。 

 （転貸等の禁止） 

第 21条 入居者は、当該単独住宅を他の者に貸し、又はその入居の権利を他の者に譲渡してはな

らない。 

 （同居の承認） 

第 22条 入居者は、当該単独住宅に第６条第１号に規定する同居親族以外の者を同居させようと

するときは、町長の承認を受けなければならない。 

２ 町長は、入居者が同居させようとする者が暴力団であるときは、前項の承認をしてはならな

い。 

 （用途変更の禁止） 

第 23条 入居者は、当該単独住宅を住宅以外の用途に使用してはならない。 

 （模様替え等の禁止） 

第 24条 入居者は、当該単独住宅を模様替えし、又は増築してはならない。ただし、原状回復又

は撤去が容易である場合において町長の承認を得たときは、この限りでない。 

２ 町長は、前項の承認を行うに当たり、入居者が当該単独住宅を明け渡すときは、入居者の費

用で原状回復又は撤去を行うべき事を条件とするものとする。 

 （住宅の検査） 

第 25 条 入居者は、当該単独住宅を明け渡そうとするときは、当該明け渡し日の 10 日前までに

町長に届け出て、町長の指示する者の検査を受けなければならない。 



２ 入居者が前条第１項の規定により単独住宅を模様替えし、又は増築したときは、前項の検査

の時までに入居者の費用で原状回復又は撤去を行わなければならない。 

 （住宅の明渡し請求） 

第 26 条 町長は、入居者が次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該入居者に対し、

その単独住宅の明渡しを請求することができる。 

   不正の行為によって入居したとき。 

   家賃を３月以上滞納したとき。 

   単独住宅又は共同施設を故意にき損したとき。 

   正当な事由によらないで１月以上町営住宅を使用しないとき。 

   他の入居者の生活環境を著しく乱す行為をし、町長がその停止又は必要な措置を講じたに

もかかわらず、これに従わないとき。 

   第 19 条、第 21 条から第 23条まで及び第 24 条第１項の規定に違反したとき。 

   暴力団員であることが判明したとき（同居者が該当する場合を含む。）。 

２ 前項の規定により単独住宅の明渡しの請求を受けた入居者は、速やかに当該単独住宅を明け

渡さなければならない。この場合においては、入居者は、町長の定めるところにより明渡しの

請求を受けた日の翌日から明け渡した日までの家賃相当額の２倍に相当する額の損害賠償をし

なければならない。 

 （建替事業による明渡し請求等） 

第 27条 町長は、単独住宅の建替事業について必要があると認めるときは、住宅の入居者に対し

期限を定めてその明渡しを請求するものとする。 

２ 前項の規定による請求を受けた者が、当該建替事業により新たに建設される単独住宅に入居

を希望するときは、町長の定めるところにより入居の申込をしなければならない。 

 （単独住宅管理員等） 

第 28条 単独住宅管理員は、町長が町職員のうちから任命する。 

２ 単独住宅管理員は、単独住宅及び共同施設の管理に関する事務をつかさどり、単独住宅及び

その環境を良好な状態に維持するよう入居者に必要な指導を与える。 

３ 町長は、単独住宅監督員の職務を補助させるため、町営住宅巡回指導員及び単独住宅管理人

を置くことができる。 

４ 単独住宅巡回指導員は、単独住宅管理員の指揮を受け、単独住宅及び共同施設を巡回し、そ

の管理に必要な事務及び町営住宅管理人との連絡の事務を行う。 

５ 単独住宅管理人は、単独住宅管理員の指揮を受けて、修繕すべき箇所の報告等及び入居者と

の連絡の事務を行う。 

 （立入検査） 

第 29条 町長は、単独住宅の管理上必要があると認めるときは、町長の指定した者に単独住宅の

検査をさせ、又は入居者に対して適当な指示をさせることができる。 

２ 前項の検査において現に使用している単独住宅に立ち入るときは、あらかじめ当該単独住宅

の入居者の承認を得なければならない。 

３ 第１項の規定により検査に当たる者は、その身分を示す証票を携帯し、関係人の請求があっ

たときは、これを提示しなければならない。 

 （罰則） 

第 30条 町長は、入居者が嘘偽りその他不正行為により家賃の全部又は一部の徴収を免れたとき



は、その徴収を免れた金額の５倍に相当する金額（当該５倍に相当する金額が５万円を超えな

いときは、５万円とする。）以下の過料を科する。 

 （委任） 

第 31条 この条例の施行に関し必要な事項は、町長が別に定める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成 28年 10 月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日の前日までに、住宅条例又は那賀町教職員住宅設置条例（平成 17年那賀

町条例第 88 号）の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、それぞれこの条例の相当

規定によりなされたものとみなす。 

  



別表第１（第２条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第２（第 13 条関係） 

名称 

規格 

戸数 家賃(月額) 
構造 

1 戸当たり 

床面積 

役場横住宅 木造 2階建て 1棟 66.06 ㎡ 1 45,000 円 

延野王子団地 木造平屋建て 1棟 50.00 ㎡ 
2 6,600 円 

1 28,000 円 

延野王子原団地 
鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造り 

2 階建て 1棟 

62.40 ㎡ 

2 
37,000 円 

（1 階角部屋） 

2 
35,000 円 

（1 階） 

2 
39,000 円 

（2 階角部屋） 

2 
37,000 円 

（2 階） 

31.10 ㎡ 

1 
20,000 円 

（1 階） 

1 
22,000 円 

（2 階） 

小浜団地 木造平屋建て 1棟 38.88 ㎡ 1 3,000 円 

窪田団地 
簡易耐火平屋建て 1棟 40.00 ㎡ 2 5,000 円 

簡易耐火 2階建て 1棟 40.00 ㎡ 2 5,000 円 

桜谷東団地 簡易耐火平屋建て 5棟 
40.00 ㎡ 3 5,000 円 

80.00 ㎡ 2 8,000 円 

海川東団地 木造平屋建て 7棟 73.00 ㎡ 7 25,000 円 

上ノ内団地 準耐火 2階建て 1棟 
31.89 ㎡ 6 15,000 円 

64.47 ㎡ 1 25,000 円 

海川団地 準耐火 2階建て 1棟 
34.04 ㎡ 2 12,500 円 

54.00 ㎡ 2 18,500 円 

助住宅 木造平屋建て 1棟 96.01 ㎡ 1 2,000 円 

延野大原団地 
鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造り 

2 階建て 1棟 
50.00 ㎡ 4 9,000 円 

名称 位置 

役場横住宅 那賀町和食郷字南川 105 番地 6 

延野王子団地 那賀町延野字王子 41 番地 2 

延野王子原団地 那賀町延野字王子原 87番地 

小浜団地 那賀町小浜 182 番地 

窪田団地 那賀町平谷字窪田 29 番地 

桜谷東団地 那賀町桜谷字〆治 8番地 1 

海川東団地 那賀町海川字ナカトヲリ 88 番地 

上ノ内団地 那賀町平谷字北側 33 番地 

海川団地 那賀町海川字ナカトヲリ 65 番地 1 

助住宅 那賀町木頭助字蔭 56 番地 

延野大原団地 那賀町延野字大原 112 番地 2 



議案第８２号 
 
 
  那賀町ひとり親家庭等に対する医療費の助成に関する条例の制定について 
 
那賀町ひとり親家庭等に対する医療費の助成に関する条例を次のように定め

る。 
 
 
 平成２８年９月６日提出 
 

  那賀町長  坂 口 博 文   
 
 

那賀町条例第  号 
 

那賀町ひとり親家庭等に対する医療費の助成に関する条例 
 

(目的) 
第 1 条 この条例は、ひとり親家庭の父母等に対し、医療費の一部を助成する

ことにより、この保健の向上に寄与し、もってひとり親家庭の父母等の福祉

の増進を図ることを目的とする。 
(定義) 

第 2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ該当各

号に定めるところによる。 
(1) 児童 18 歳未満の者及び規則で定める 18 歳の者をいう。 
(2) ひとり親家庭等の父又は母 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和 39 年

法律第 129 号）第 6 条第 2 項に規定する配偶者のいない男子又は同条第 1
項に規定する配偶者のいない女子であって、民法（明治 29 年法律第 89 条）

第 877 条により現に児童を扶養しているものをいう。 
(3) ひとり親家庭の児童 民法第 877 条の規定によりひとり親家庭の父又は

母に扶養されている児童のことをいう。 
(4) 父母のない児童 父及び母と死別した児童（養子である児童にあっては

実父母及び養父母の全てが死亡したものをいう。）並びにこれに準ずる児童

として規則で定める者をいう。 
(5) 医療保険各法 健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）、船員保険法（昭和

14 年法律第 73 号）、国家公務員共済組合法（昭和 33 年法律第 128 号）、地



方公務員等共済組合法(昭和 37 年法律第 152 号)、私立学校教職員共済法(昭
和 28 年法律第 245 号)及び高齢者の医療の確保に関する法律(昭和 57 年法

律第 80 号)をいう。 
(対象者) 

第 3 条 この条例において医療費の助成を受けることができる者（以下「対象

者」という。）は、本町の区域内に住所を有する者で、医療保険各法の規定に

よる被保険者又は被保険者等若しくはその被扶養者であって、次の各号のい

ずれかに該当するものとする。 
(1) ひとり親家庭の父又は母 
(2) ひとり親家庭の児童 
(3) 父母のない児童 

2 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、対象者とし

ない。 
(1) 生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）による保護を受けている者 
(2) 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関す

る法律（平成 6 年法律第 30 号）による支援給付を受けている者 
(助成の範囲) 

第４条 町は対象者の疾病又は負傷について医療保険各法の規定による医療に

対する給付が行われた場合において、当該医療に関する給付に要する費用の

うち、（前条の第 1 項第 1 号に定める者に当たっては、入院治療に限る。）医

療保険各法の規定により対象者が負担することとなる費用から、各法の規定

による付加給付金等及び規則で定める額を控除した額を規則で定める手続に

従い、その者に対し、ひとり親家庭等医療費（以下「医療費」という。）とし

て助成する。ただし、対象者が当該疾病又は負傷について、医療に関する給

付のほかに法令の規定により国又は地方公共団体の負担にいて療養又は療養

費の支給を受けたときは、その受けた限度において助成を行わない。 
2 前項の医療に要する費用の額は、診療報酬の算定方法、保険外併用療養費に

係る療養についての費用の額の算定方法、訪問看護療養費に係る指定訪問看

護の費用の額の算定方法及び厚生労働大臣が指定する病棟における療養に要

する費用の額の算定方法の例により算定した額とする。ただし、現に要した

費用の額を超えることができない。 
3 医療費は、前条の第 1 項に想定する者のうち、ひとり親家庭等の父母が次の

各号のいずれかに該当する場合は助成しない。ただし、児童扶養手当法（昭

和 36 年法律第 238 号）第 13 条の 2 第 2 項第 1 号の規定により児童扶養手当

が支給されない者のうち、その前年の所得が父又は母については同法第 9 条

及び第 10 条に規定する所得と、養育者（父及び母を除き、これを監護し、か

つ、生計を維持する者をいう。）については第 9 条の 2 及び第 11 条に規定す



る所得と比べて、児童扶養手当が支給される所得以下である時については、

この限りでない。 
(1) 児童扶養手当法第 9 条により児童扶養手当が支給されない者は又はその

ものに監護されている児童 
(2) 児童扶養手当法第 9 条の 2 により児童扶養手当が支給されない者に養育

（児童と同居して、これを監護し、かつ、生計を維持することをいう。以下同

じ。）されていない児童 
(3) 児童扶養手当法第 10 条により児童扶養手当が支給されない者又はその

者に監護されている児童 
(4) 児童扶養手当法第11条により児童扶養手当が支給されない者に養育され

ている児童 
4 第 1 項に規定する者のうち、前条第 1 項第 1 号及び第 3 号に該当する者が、

規定で定める手続に従い健康保険法第 63 条第 3 項第 1 号の保健医療機関、保

険薬局その他の規則で定める病院、診療所又は薬局で（以下、「保健医療機関

等」という。）で医療を受けた場合には、那賀町は、医療費として当該診療を

受けた者に助成すべき額の限度において、その者が当該医療に関し、当該保

険医療機関等に支払うべき費用を、その者に代わり当該保険医療機関等に支

払うことができる。 
5 前項の支払があったときは、当該医療を受けた者に対し、医療費の助成があ

ったものとみなす。 
6 第 3 項第 1 号及び第 2 号に規定する所得の範囲及びその額の算定方法は、規

則で定める。 
（審査支払期間） 

第 5 条 那賀町長は、前条第 4 項の規定により保険医療機関等に支払うべき額

の審査及び支払に関する事務を国民健康保険団体連合会又は社会保険診療報

酬支払基金に委託することができる。 
（損害賠償との調整） 

第 6 条 那賀町長は、第 4 条第 1 項に規定する者が疾病又は負傷に関し、損害

賠償を受けたときは、その価格の限度において医療費の全部又は一部を助成

せず、又は既に助成した医療の額に相当する金額を返還させることができる。 
（助成費の返還） 

第 7 条 那賀町長は、偽りその他不正の手段により医療費の助成を受けた者が

あるときは、その者から助成を受けた額に相当する金額を返還させることが

できる。 
（譲渡又は担保の禁止） 

第 8 条 医療費の助成を受ける権利は譲り渡し、又は担保に供することができ

ない。 



（規則への委任） 
第 9 条 この条例の施行に関し、必要な事項は規則で定める。  
 

附 則 
 この条例は、平成 28 年 10 月 1 日から施行する。 



議案第８３号 

 

 

  那賀町重度心身障害者等に対する医療費の助成に関する条例の一

部改正について 

 

那賀町重度心身障害者等に対する医療費の助成に関する条例の一部

を改正する条例を次のように定める。 

 

 

 平成２８年９月６日提出 

 

  那賀町長  坂 口 博 文   

 

 

那賀町条例第  号 

 

那賀町重度心身障害者等に対する医療費の助成に関する条例の

一部を改正する条例 

 

那賀町重度心身障害者等に対する医療費の助成に関する条例（平成

１７年那賀町条例１２５号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２条第１項第３号及び第４号を削る。 

 

 第３条第１項中「（前条第１項第３号又は第４号に該当する者（以下

「ひとり親家庭等の父母等」という。）に係るものにあっては、入院治

療に限る。以下同じ。）」を削り、同条第３項中第３号を削り、同条中

第４項を削り、第５項を第４項とし、第６項を第５項とする。 

 

 別表第３（第２条関係）及び別表４（第２条関係）を削る。 

 

   附 則 

 この条例は、平成２８年１０月１日から施行する。 



議案第８４号

工事請負契約の締結について

次のとおり工事請負契約の締結をしたいので、地方自治法第９６条第１項

第５号の規定により、議会の議決を求める。

平成２８年９月６日提出

那賀町長 坂 口 博 文

次のとおり工事請負契約を締結する。

１．契 約 の 目 的 平成２８年度 循環型社会形成推進交付金事業

那賀町クリーンセンター造成工事

２．契 約 の 方 法 総合評価方式による一般競争入札

３．契 約 の 金 額 ￥３８８，８００，０００円也

４．契約の相手方 徳島県那賀郡那賀町土佐字南町８４番地１

(株)広瀬組・(株)東和・(有)橋本土建

平成２８年度 循環型社会形成推進交付金事業

那賀町クリーンセンター造成工事特定建設工事共同企業体

代表者 (株)広瀬組 代表取締役 広瀬芳弘



議案第８５号

工事請負契約の締結について

次のとおり工事請負契約の締結をしたいので、地方自治法第９６条第１項第５号の規定

により、議会の議決を求める。

平成２８年９月６日 提出

那賀町長 坂 口 博 文

次のとおり工事請負契約を締結する。

１ 契約の目的 平成２７年度 那賀町情報通信利用環境整備推進事業 相生ＦＴＴＨ

工事（第１期）

２ 契約の方法 指名競争入札

３ 契約の金額 ￥２７８,６４０,０００円也

４ 契約の相手方 徳島県徳島市西須賀町下中須７９番地１

四電エンジニアリング株式会社 徳島支店

支店長 伊澤史明



号

年 月 日提出

那賀町長　坂　口　博　文

　次のとおり工事請負契約を締結する。

１ ．

２ ． 一般競争入札

３ ． 円也

４ ．

6

契約の相手方

　次のとおり工事請負契約の締結をしたいので、地方自治法第９６条第１項第５号

の規定により、議会の議決を求める。

￥６１，３４４，０００

平成 28 9

工事請負契約の締結について

徳島県那賀郡那賀町白石字サデ山１２－１

有限会社　岩崎建設　

代表取締役　岩崎　洋一

86

平成２８年度　町単独　上那賀東体育館改修工事

議 案 第

契 約 の 目 的

契 約 の 方 法

契 約 の 金 額



議案第８７号  
 

 
工事請負契約の締結について  

 
 次のとおり工事請負契約の締結をしたいので、地方自治法第９６条

第１項第５号の規定により、議会の議決を求める。  
 
 

平成２８年９月６日提出  
 

那賀町長  坂  口   博  文  
 

次のとおり工事請負契約を締結する。  
 
 
１．契 約 の 目 的  平成２８年度社会資本整備総合交付金事業  
          町道鉢久保線改良工事  
          
２．契 約 の 方 法  総合評価方式による一般競争入札  
 
３．契 約 の 金 額  ￥６２，１００，０００円也  
           
４．契約の相手方  徳島県那賀郡那賀町白石字サデ山１２－１  
          有限会社 岩崎建設  
          代表取締役 岩崎 洋一  



議案第８８号

工事請負契約の締結について

次のとおり工事請負契約の締結をしたいので、地方自治法第９６条第１

項第５号の規定により、議会の議決を求める。

平成２８年 ９月 ６日提出

那賀町長 坂 口 博 文

次のとおり工事請負契約を締結する。

１．契 約 の 目 的 平成２８年度 森林基盤整備事業 林道開設工事

請ノ谷相名線

２．契 約 の 方 法 総合評価方式 一般競争入札

３．契 約 の 金 額 ￥５７，３４８，０００円也

４．契約の相手方 徳島県那賀郡那賀町平野字庵前２１番地

有限会社 谷崎組

代表取締役 谷 崎 史 明



議案第８９号

物品購入契約の締結について

次のとおり物品購入契約の締結をしたいので、地方自治法第９６条第１項第

８号の規定により、議会の議決を求める。

平成２８年９月６日提出

那賀町長 坂 口 博 文

次のとおり物品購入契約を締結する。

１．契 約 の 目 的 平成２８年度 電源立地地域対策交付金事業

小型動力ポンプ付積載車購入

２．契 約 の 方 法 指名競争入札

３．契 約 の 金 額 ￥２７，７５６，０００円也

４．契約の相手方 徳島市津田浜之町５番地５

株式会社 藤島 徳島営業所

取締役所長 藤島 晴三



議案第９０号

物品購入契約の締結について

次のとおり物品購入契約の締結をしたいので、地方自治法第９６条第１項第

８号の規定により、議会の議決を求める。

平成２８年９月６日提出

那賀町長 坂 口 博 文

次のとおり物品購入契約を締結する。

１．契 約 の 目 的 平成２８年度 町単独消防本部消防ポンプ自動車購入

２．契 約 の 方 法 指名競争入札

３．契 約 の 金 額 ￥３０，９１５，０００円也

４．契約の相手方 徳島市津田浜之町５番５号

株式会社 藤島 徳島営業所

取締役所長 藤 島 晴 三



議案第９１号

財産の取得について

地域医療介護総合確保基金施設整備事業 延野地区に関する財産の取得について、

次のとおり不動産売買契約の締結をしたいので、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第９６条第１項第８号の規定により、議会の議決を求める。

平成２８年９月６日提出

那賀町長 坂 口 博 文

次のとおり不動産売買契約を締結する。

１．所 在 那賀郡那賀町延野字大原４３番１、４３番２
４４番１、４４番２、４４番３、４５番

２．面 積 台帳面積 ５，２６５㎡

実測面積 ５，２６５㎡

３．契 約 金 額 ￥３０，０００，０００円也

４．契約の相手方 徳島県那賀郡那賀町西納字戸丸３８番地
平 井 七 郎

（成年後見人）
徳島県那賀郡那賀町和食郷字北地１３５番地１

平 井 賢 治



認定第１号

平成２７年度那賀町一般会計歳入歳出決算の認定について

地方自治法第２３３条第３項の規定により、平成２７年度那賀町一般会計歳

入歳出決算を、別紙監査委員の意見をつけて議会の認定に付する。

平成２８年９月６日提出

那賀町長 坂 口 博 文



認定第２号

平成２７年度那賀町国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算の認定について

地方自治法第２３３条第３項の規定により、平成２７年度那賀町国民健康保

険事業特別会計歳入歳出決算を、別紙監査委員の意見をつけて議会の認定に付

する。

平成２８年９月６日提出

那賀町長 坂 口 博 文



認定第３号

平成２７年度那賀町国民健康保険診療所事業特別会計歳入歳出決算の

認定について

地方自治法第２３３条第３項の規定により、平成２７年度那賀町国民健康保

険診療所事業特別会計歳入歳出決算を、別紙監査委員の意見をつけて議会の認

定に付する。

平成２８年９月６日提出

那賀町長 坂 口 博 文



認定第４号

平成２７年度那賀町簡易水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について

地方自治法第２３３条第３項の規定により、平成２７年度那賀町簡易水道事

業特別会計歳入歳出決算を、別紙監査委員の意見をつけて議会の認定に付する。

平成２８年９月６日提出

那賀町長 坂 口 博 文



認定第５号

平成２７年度那賀町集落排水事業特別会計歳入歳出決算の認定について

地方自治法第２３３条第３項の規定により、平成２７年度那賀町集落排水事

業特別会計歳入歳出決算を、別紙監査委員の意見をつけて議会の認定に付する。

平成２８年９月６日提出

那賀町長 坂 口 博 文



認定第６号

平成２７年度那賀町介護保険事業特別会計歳入歳出決算の認定について

地方自治法第２３３条第３項の規定により、平成２７年度那賀町介護保険事

業特別会計歳入歳出決算を、別紙監査委員の意見をつけて議会の認定に付する。

平成２８年９月６日提出

那賀町長 坂 口 博 文



認定第７号

平成２７年度那賀町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について

地方自治法第２３３条第３項の規定により、平成２７年度那賀町介護保険事

業特別会計歳入歳出決算を、別紙監査委員の意見をつけて議会の認定に付する。

平成２８年９月６日提出

那賀町長 坂 口 博 文



認定第８号

平成２７年度那賀町ケーブルテレビ事業特別会計歳入歳出決算の認定について

地方自治法第２３３条第３項の規定により、平成２７年度那賀町ケーブルテ

レビ事業特別会計歳入歳出決算を、別紙監査委員の意見をつけて議会の認定に

付する。

平成２８年９月６日提出

那賀町長 坂 口 博 文



認定第９号

平成２７年度那賀町財産区事業特別会計歳入歳出決算の認定について

地方自治法第２３３条第３項の規定により、平成２７年度那賀町財産区事業

特別会計歳入歳出決算を、別紙監査委員の意見をつけて議会の認定に付する。

平成２８年９月６日提出

那賀町長 坂 口 博 文



認定第１０号

平成２７年度那賀町立上那賀病院事業会計歳入歳出決算の認定について

地方公営企業法第３０条第４項の規定により、平成２７年度那賀町立上那賀

病院事業会計歳入歳出決算を、別紙監査委員の意見をつけて議会の認定に付す

る。

平成２８年９月６日提出

那賀町長 坂 口 博 文



認定第１１号

平成２７年度那賀町工業用水道事業会計歳入歳出決算の認定について

地方公営企業法第３０条第４項の規定により、平成２７年度那賀町工業用水

道事業会計歳入歳出決算を、別紙監査委員の意見をつけて議会の認定に付する。

平成２８年９月６日提出

那賀町長 坂 口 博 文
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